
　 　全国市民オンブズマン 仙台大会 2023

　 　分科会 情報公開・個人情報保護学習会 報告

　 改正個人情報保護法がもたらしたもの

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ２０２３年９月２４日
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　弁護士 森田 明
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （神奈川県弁護士会）
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報告の概要

Ⅰ　 2021 ←年個人情報保護法改正（ デジタル改革関連法）とは
　 　 　 →～個人情報保護条例の「共通ルール」 「画一化」へ

Ⅱ　 　 　地方自治体の対応
　 　 　  ～無視された？個人情報保護審議会の答申

Ⅲ　 →国（個人情報保護委員会 「個情委」）の条例制定・運用への関与
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Ⅰ　 2021 ←年個人情報保護法改正（ デジタル改革関連法）とは

〇趣旨（国の説明）
・自治体ごとの個人情報保護条例の規程・運用の相違がデータ流通の支障に

・保護水準を満たさない自治体がある、国際水準に合わせる必要

〇問題点（日弁連　2021年11月16日「地方自治と個人情報保護の観点から個人情報保護条例の
画一化に反対する意見書」から）
　改正法においても，地方公共団体の条例により定めることができる事項が認められている
が，それ以外の多くの事項について，地方公共団体が個人情報保護条例により独自の施策を
実施することに対して，後述のとおり，国の個人情報保護委員会は否定的な解釈を表明して
いる。

　こうした解釈やそれをもたらす改正法の規定は，国に先行して各地方公共団体の創意工夫
で制度化が進められた地方公共団体の個人情報保護制度を画一化するものであって，憲法の
定める地方自治の本旨（憲法第９２条）に反し，地方公共団体の条例制定権（同第９４条）
を不当に制限するものである。また，地方公共団体における個人情報保護制度全般の後退を
招くことが危惧される。
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個人情報保護委員会資料より
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個人情報保護委員会資料より
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個人情報保護委員会資料より
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個人情報保護委員会「概要資料」より
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個人情報保護委員会「概要資料」より
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Ⅱ　 　 　地方自治体の対応
　 　
　

　・国の個人情報保護委員会（個情委）の「一元的解釈権」という主張
　 　 　 →地方自治体の解釈権を否定
　 　 　 →実際には法的根拠はないのに、自治体は抵抗できず
　　

・地方自治体の個人情報保護審議会

　→条例改正の際には諮問を受け、答申を出してきた

　今回の法改正による条例改正についても主体的に審議し、改正個情法について個情委
が一方的な解釈により統一的な条例改正を進めることに対して、異を唱える審議会も少
なくなかった（神奈川県など）

　しかし、審議会の答申が出てもそれを無視した条例改正が進められた
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Ⅱ　 　 　地方自治体の対応
　
〇神奈川県の審議会答申から

例えば「要配慮個人情報の取扱制限、本人外収集の制限、電磁的方法による提供の制限」について

　ガイドラインなど個人情報保護委員会の見解では、改正法に定めがない以上条例で制限規定を設けることは許され
ないとする。しかし同審議会は、こうした見解には納得できないとして、審議会として個人情報保護委員会に照会。そ
れに対する回答は「当審議会として納得できるような十分な説明がなされないままに、結論のみ示されてしまっている
ことについては非常に遺憾であると考える。」とする。

　しかし、結論としては、これらの制限規定を条例に規定すべきとも考えられる、としつつ、「許容されない旨の回
答が既になされている点に鑑みると、地方公共団体としてこうした法違反と判断される可能性がある対応を行うこと
が困難であることも想定される。また、改正個人情報保護法の適切な運用により…必要とされる水準の確保は可能で
あるとも考えられる。」としてこれらの制限規定は置かないこととし、「県において専門的な知見に基づく判断が特
に必要であると認めるときには本審議会へ諮問を行う等、引き続き本人の権利利益の保護が十分に確保されるよう、
必要な対応をとることが適当である。」とする。

→これらの制限規定はなくすが、従来これらの規定により審議会に諮問していたようなケースについては、「例外とし
て認めることの是非」ではなく、法の要件に当たる範囲で諮問する。

答申では最後に、「県において、個人情報制度に係る全国共通ルールとなる改正個人情報保護法の規律を尊重するこ
とはもちろんではあるが…これまで行ってきた個人情報保護の水準を不当に下回ることのないよう」対応していくこと
を求めている。
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〇神奈川県審議会の個情委への照会はどう扱われたか

個情委からの回答は委員長名の鑑のついた正式なものだが、公表されている個情委の議
　事録上それを審議、決定した記録はない →事務方が作ったのかとの疑問

　 その後別件に関連して情報公開請求したことで、「議題外説明案件」として会議
前に説明（承認？）されていたことがわかる

　 他にも、会議以前に常勤委員、非常勤委員に議案を説明していることが判明
→ 　 　議事録は作られず、内容は不明 本番のリハーサルか
　 従来、議事録の内容から、会議で議論がほとんどされていないことが問題と考え
られていたが、非公開の「裏会議」で物事を決めてきたのでは、というさらなる疑問が
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〇情報公開請求により個情委から開示された文書の一部
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Ⅱ　 　 　地方自治体の対応

神奈川県内9自治体の新条例比較
　 　 ～かながわ市民オンブズマン広報誌への投稿記事の要点

（1）名称

神奈川県、横須賀市、川崎市、藤沢市、相模原市、葉山町は「個人情報保護法施行条例」としてい
ます。形式的なこととはいえ、これではいかにも国の下請け的で自治体の独自性がうかがわれませ
んが、こちらが多数派になっています。横浜市、逗子市、鎌倉市は従来通り「個人情報保護条例」
としています。逗子市では審議会の答申で「施行条例」にはしないように指摘しました。神奈川県
では答申後、「施行条例」にすることが報告されると審議会で反対意見が相次ぎましたがそれを無
視した形になりました。

（2）目的規定

目的規定については、条例で何も規定しないところ（神奈川県、横浜市、横須賀市、川崎市、藤沢
市、相模原市、葉山町）は、法律の目的規定（個人情報の利活用の促進が強調されている）がその
まま適用されることになります。逗子市は「憲法の理念、基本的人権の擁護」、鎌倉市は「個人の
尊厳、基本的人権の擁護」を掲げた従来の目的規定を維持しています。
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神奈川県内9自治体の新条例比較

（3）個人情報に関する審議会の役割
　改正法では、審議会の役割を「専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要な場合」に限定
しています。しかも国は、これを厳格に解釈して審議会への諮問を強く制限しようとしています。
　これまでの地方自治体の条例では、個人情報に関する審議会を置いて、条例改正などの重要事項
のほか、要配慮個人情報の取扱い、本人外収集、目的外利用・提供、オンライン結合について制限
規定を設けた上で例外として認めるかどうかについて諮問を受けて答申するという役割を持たせて
いました。

　自治体により諮問範囲は異なりますが、例えば、警察からの捜査関係事項照会、学校と警察の情
報連携協定の是非、教育委員会の校務情報システムの導入、学校の健診情報の提供などについて審
議しその是非や条件を答申してきました。

　神奈川県、横浜市、川崎市、逗子市など少なくない数の答申が、今後も審議会の役割が重要であ
り、役割を果たせるようにすべきであるとしています。
　しかし、審議会の役割を強調した答申を出している自治体でも、条文自体は他とあまり変わらな
いものになっています。
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　 　 　 神奈川県内9自治体の新条例比較

（4）本人開示請求等
　請求から決定までの期限について、従来の条例では、請求した日から14日あるいは15日以内
としていましたが、法律では30日以内であり、条例で期限を定めなければ法律の期間が適用さ
れてしまいます。横浜市、藤沢市は規定がなく大きく後退してしまいました。他のところはこ
れまでの期限を維持しています。

　法律では、本人開示請求をした上でなければ訂正請求や利用停止請求をすることはできない
とされています（開示請求前置）が、多くの自治体ではそのような制約はなく、今後も条例で
定めれば開示請求前置はなしにできるとされています。横浜市、横須賀市、鎌倉市、藤沢市、
相模原市、葉山町は除外規定を置かず法律により開示請求前置が導入されて利用者の負担が増
すことになり、神奈川県、逗子市、川崎市では従来の運用を維持するために除外規定をおいて
います。

　なお、手数料については、各自治体とも従来の考え方（請求手数料は無料、開示にかかる実
費を徴収）を維持していますが、横浜市は、電磁的記録の開示実施費用について実質的に大幅
値上げを決めてしまいました。請求権に関しては、横浜市の消極的な姿勢が目立ちます。
*横浜市は電磁的記録の開示の場合、電磁媒体の費用に加えてページ数に応じたコピー代相当の費用を（実際にはコ
ピーを渡さないのに）取ることに→情報公開制度も同様に改正
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〇横浜市の新しい手数料が適用された例

情報公開条例のケース

電磁的記録を希望する場合、
記録媒体費用７０円に加えて
コピーを受け取らなくても
写しの交付分（コピー代相当額）の
６５７０円がかかる。
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Ⅱ　 地方自治体の対応

　 　法改正後の地方自治体の個人情報保護審議会の運用の例
　 　 　 ～森田が委員をしているもの、いずれも８月に今年度第１回会議

　・神奈川県情報公開・個人情報保護審議会 ８月１４日
　 　議題 個人情報ファイル簿、個人情報事務登録簿の報告
　 　 　 　 特定個人情報保護評価再実施の報告、特定個人情報保護評価書（附票連携システム）の諮問
　 　 　 　 　 　住基ネットのセキュリティ対策状況の報告、学校警察情報連携制度の運用状況の報告 など

　・神奈川県後期高齢者医療広域連合情報公開・個人情報保護審査会 ８月１８日
　 　議題 目的外提供（弁護士会照会に対しレセプト情報を提供することにつき審議）
　 　 　 　 　目的外提供（捜査照会への対応の報告）、個人情報ファイル簿公開の報告 など

　・逗子市個人情報保護運営審議会 ８月２９日
　 　議題 目的外利用・提供の報告（捜査照会、弁護士会照会、行政機関間など）
　 　 　 　 　個人情報ファイル簿、個人情報事務登録簿の報告、特定個人情報保護評価書の報告 など
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Ⅲ　 国（個情委）の条例制定・運用への関与

〇結局、改正法に明記されるか、個情委が認める範囲でしか新条例は作られなかった

                  →どうしてここまで、画一的な条例制定になったのか

〇個情委の自治体への関与方針を示す資料として、個情委の本年3月29日の会議資料3
   「地方公共団体における令和3年改正個人情報保護法の施行に向けた本年度の取組及び
         次年度の対応の方向性」がある
→自治体からの出向職員のチームによる「伴走型支援体制」を強調
　 条例の統一化に向けて、細かいところまで個情委が自治体に介入
　 今後も同様の体制を維持するもよう

　〇地方自治、条例制定権否定の悪い前例に ～他分野に広がるおそれも
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個情委本年3月29日付資料「地方公共団体における令和3年改正個人情報保護法の施行に向けた本年度の取組及び次年度の対応の方向性」より
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個情委の本年3月29日付資料3「地方公共団体における令和3年改正個人情報保護法の施行に向けた本年度の取組及び次年度の対応の方向性」より
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個情委の本年3月29日付資料3「地方公共団体における令和3年改正個人情報保護法の施行に向けた本年度の取組及び次年度の対応の方向性」より
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個情委の本年3月29日付資料3「地方公共団体における令和3年改正個人情報保護法の施行に向けた本年度の取組及び次年度の対応の方向性」より
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個情委の本年3月29日付資料3「地方公共団体における令和3年改正個人情報保護法の施行に向けた本年度の取組及び次年度の対応の方向性」より
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〇今後に向けて

・各地の個人情報保護制度の運用、特に審議会に実質的な変化がどれだけあるか注目し続ける必要

・個情委が地方自治体にどのように「助言」（介入？）しているかにも注意を

　 ←そのために、個人情報保護制度を使う（本人開示請求など）、運用について情報公開請求する

　・個情委自体の組織としての問題点も大きい ～人員不十分、事務局依存、利活用重視など

・背景として、国に対してたたかう姿勢のある首長がいなくなったこと

ご清聴ありがとうございました
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医療情報についての個人情報開示案件報告

～審査会の答申に従わず、審査請求を棄却した事例（某公立病院）～

2023/09/24 報告者 弁護士 十河 弘

【本案件の概要】

１ 開示請求者：医療事故にあった患者（７０代）のご遺族

２ 実施機関：東北の某県（公立病院）

３ 対象文書：同病院における患者に対する診療行為について，医師，看護師及び

その他の職員が院内外で調査・検討した結果を記録した一切の資料（例：インシ

デントレポート，事故調査報告書，ＨＰ公表検討資料，監督官庁への報告書等）

４ 開示請求の目的：医療事故事件（ＡＤＲ係属）において真実を知るため。

５ 一部開示決定：①事故報告者の部署配属年数及び職種経験年数、②医療クオリ

ティ審議委員会の議事録の事実経過等の報告内容、②医療安全管理委員会議事録

における個別のアクシデント事例に関する発言者及び発言の内容、等は不開示と

された。一部不開示理由：①は個人の正当な利益を害するおそれがある（条例１

２条３号）、②は事業の性質上今後の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある（条

例１２条８号）、③は事故防止対策のための率直な意見の交換もしくは意思決定の

中立性が不当に損なわれるおそれがある（条例１２条７号）。

６ 審査請求：主に、上記①乃至③を開示要請した（発言者の名前までの開示は求

めず）。

７ 答申：①は１２条３号本文には該当するが、ただし書に該当するので開示しな

ければならない、②は「リスクマネージャー記入欄」は１２条８号該当するが、

その余は７号にも８号にも該当しないので開示すべき、③は１２条７号にも８号

にも該当しないので開示すべき。

８ 上記答申にもかかわらず、実施機関は審査請求を棄却し、再び不開示とした。
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- 2 -

【時系列】

１ ２０２０年１２月７日 患者本人が仙台弁護士会ＡＤＲに斡旋申立て

２ ２０２１年（令和３年）１月１７日 相手方病院へ入院

３ ２０２１年２月２７日 退院

４ ２０２１年２月２８日 相手方病院へ再入院（息切れで生活困難）

５ ２０２１年６月４日 患者死亡

６ ２０２１年９月１５日 遺族が相手方病院のカルテを個人情報開示請求

７ ２０２１年９月２９日 開示延長通知

８ ２０２１年１０月１５日 相手方が個人情報の一部開示決定

９ ２０２２年（令和４年）１月１２日 一部開示決定に対し、審査請求申立て

１０ ２０２２年３月１０日 相手方が審査請求への弁明書提出

１１ ２０２２年３月、相手方病院にＡＤＲ代理人弁護士就任

１２ ２０２２年３月３０日 相手方病院がＡＤＲに答弁書提出→論戦始まる

１３ ２０２２年５月６日 審査請求人が反論書を提出

１４ ２０２２年１０月３日 審査請求人が意見陳述（書面も提出）

１５ ２０２２年１１月２４日 ＡＤＲより和解案提示

１６ ２０２２年１２月１９日、ＡＤＲにて和解成立

１７ ２０２３年４月２５日 個人情報保護審査会が答申（一部開示が妥当）

１８ ２０２３年７月３１日 相手方が審査請求棄却（開示の答申を無視、非開示）

【コメント】

本案件は病院の過失（胸部ＣＴ画像から肺がんを見落とし）が明白で、病院側も

ミスを認めて自らＨＰで公表するなどしていた。

ところが、患者・ご遺族への補償は遅々として進まず、やむを得ずＡＤＲに申し

立てたが、病院側からカルテの書証提出すらなかった。そのため、やむを得ず、遺

族がカルテ及び医療事故原因を内外で調査・検討した結果を記録した一切の資料を
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個人情報開示請求した。ところが、事故原因を分析した議事録等の大部分が不開示

とされたので、やむを得ず審査請求をした。

審査請求では審査請求人として反論書や意見書を提出した上、遺族自ら口頭で意

見陳述を行い、「正々堂々事故調査の内容を開示して欲しい」と訴えた。その結果、

審査会は概ね審査請求人の主張を認め、上記のとおり、一部開示すべきと答申した。

ところが、実施機関はこれに従わず、審査請求を全て棄却した。棄却の主な理由は、

「事故報告書については」「公表しないこと、という前提で、当事者が自主的に報告

することにしている。」「事実確認や原因究明、再発防止策の検討等を行う場につい

ても率直な質疑応答や意見交換を行うため、非公開とすることが前提となっている。」

「公開することとした場合、当事者が責任追及を恐れて報告意思を萎縮し、また率

直な意見交換の意思も減退させ、制度の存立基盤が損なわれてしまうおそれがある。」

「医療安全活動に関する情報は」「公表・公開を前提としているものではないことか

ら、対外的には非開示とする方針に変わりはないものである。」としている。結局、

これまでの実施機関の主張（審査会で却けられたもの）を繰り返すものであった。

このような答申無視の態度は極めて珍しいと思われる。

個人情報保護委員会が行った「令和３年度（令和４年度実施）施行状況調査結果」

によれば、「審査会に諮問し、その答申を受けた行政機関の長が、答申の内容と異な

る内容の裁決を行ったものは１件あり（法務省）、その理由は審査請求の対象となっ

た開示決定について別途訴訟が提起され、当該訴訟の最高裁判決の内容が答申と異

なるものだったことである」とのことである。

https://www.ppc.go.jp/personalinfo/resarch/detail/#report_r3

よって、本案件は極めて珍しく、問題があると思う。

なお、ご遺族は個人情報開示訴訟までは望まないとのことである。

以上
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